
　

分配金実績（税引前）

ポートフォリオの配分

スパークス・アセット・マネジメント株式会社販売用資料 マンスリーレポート

スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）

基準価額および純資産総額の推移

* 基準価額は信託報酬控除後の値です。
信託報酬には、投資対象とする投資信託分を含みます。

* 分配金再投資基準価額は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のものであり、実際の投資家利回
りとは異なる点にご留意下さい。

* 当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
* 当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を

約束するものではありません。

* 金額は対象期間における基準価額(分配金込み)の変動を表したものです。

* 上記は参考情報として当社が算出した概算値であり、実際の基準価額の

変動を正確に説明するものではありません。

地域・国別配分 通貨別配分 業種別配分

* スパークス･アジアの内部データを元に、スパークス・アセット・マネジメントが作成。

* 比率はSPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを100％とした場合の構成比です。

* P-NOTEやADR等に投資している銘柄の通貨は、現地通貨ベースで算出しています。

P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。

ADRとは、主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。

* 業種は世界産業分類基準（GICS）の
分類に基づきます。

* 基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し、計算しています。

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

-3.10% -5.28% -0.47% 6.01% -2.19% 40.83%
騰落率

通貨 比率
1 香港ドル 44.4%
2 豪ドル 14.0%
3 台湾ドル 13.7%
4 韓国ウォン 8.1%
5 インドネシアルピア 3.5%

その他 16.3%

合計 100.0%

業種 比率
1 情報技術 21.7%

2 金融 18.7%
3 資本財 17.7%
4 一般消費財 14.3%
5 生活必需品 10.1%

その他 17.5%

合計 100.0%
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96.1%

0.4%

3.5%

ファンドの資産配分
SPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンド

スパークス・マネー・マザーファンド

現金等

基準日 2018年3月30日

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。当ファンド
の取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご自身でご判断ください。■当ファン
ドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、投資元本を割り込む場合もあります。また、これら
の運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。
■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメント
は当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではあり
ません。また記載内容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投
資信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

基準価額変動の要因分解 (月次ベース)

-450円
株式等 -311円

6円
-195円

50円

アジア太平洋地域

内訳

基準価額変動金額

為替

その他

中東地域

基準価額 9,664円
純資産総額 27.29億円

設定日

信託期間 2027年11月10日まで

決算日　 毎年1月、3月、5月、7月、9月、11月の

各10日（休業日の場合は翌営業日）

2007年11月30日

【ご参考】

地域 国名 比率 比率
香港 30.5%
中国 13.4%
オーストラリア 13.1%
台湾 12.9%
その他 22.3%

UAE 1.7%
現金等 - 6.1% 6.1%

合計 100.0% 100.0%

中東

アジア
太平洋

92.2%

1.7%

第1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期 10期 11期 12期 13期 14期 15期 16期 17期 18期 19期 20期 21期 22期 23期 24期
08年1月 3月 5月 7月 9月 11月 09年1月 3月 5月 7月 9月 11月 10年1月 3月 5月 7月 9月 11月 11年1月 3月 5月 7月 9月 11月

分配金 - - 65円 65円 65円 65円 65円 65円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円

第25期 26期 27期 28期 29期 30期 31期 32期 33期 34期 35期 36期 37期 38期 39期 40期 41期 42期 43期 44期 45期 46期 47期 48期
12年1月 3月 5月 7月 9月 11月 13年1月 3月 5月 7月 9月 11月 14年1月 3月 5月 7月 9月 11月 15年1月 3月 5月 7月 9月 11月

分配金 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円

第49期 50期 51期 52期 53期 54期 55期 56期 57期 58期 59期 60期 61期 62期 - - - - - - - - - -
16年1月 3月 5月 7月 9月 11月 17年1月 3月 5月 7月 9月 11月 18年1月 3月 - - - - - - - - - -

分配金 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 - - - - - - - - - -

決算期

決算期

決算期

2,820円分配金累計
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ポートフォリオの配分

分配金実績（税引前）

スパークス・アセット・マネジメント株式会社販売用資料 マンスリーレポート

スパークス・アジア中東株式ファンド（資産成長型）

基準価額および純資産総額の推移

* 基準価額は信託報酬控除後の値です。
信託報酬には、投資対象とする投資信託分を含みます。

* 分配金再投資基準価額は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のものであり、実際の投資家利回
りとは異なる点にご留意下さい。

* 当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
* 当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を

約束するものではありません。

* 金額は対象期間における基準価額の変動を表したものです。

* 上記は参考情報として当社が算出した概算値であり、実際の基準価額の
変動を正確に説明するものではありません。

地域・国別配分 通貨別配分 業種別配分

* スパークス･アジアの内部データを元に、スパークス・アセット・マネジメントが作成。

* 比率はSPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを100％とした場合の構成比です。

* P-NOTEやADR等に投資している銘柄の通貨は、現地通貨ベースで算出しています。

P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。

ADRとは、主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。

* 業種は世界産業分類基準（GICS）の
分類に基づきます。

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

-2.64% -4.45% -0.34% 5.60% -1.80% 178.03%
騰落率

通貨 比率
1 香港ドル 44.4%
2 豪ドル 14.0%
3 台湾ドル 13.7%
4 韓国ウォン 8.1%
5 インドネシアルピア 3.5%

その他 16.3%

合計 100.0%

業種 比率
1 情報技術 21.7%

2 金融 18.7%
3 資本財 17.7%
4 一般消費財 14.3%
5 生活必需品 10.1%

その他 17.5%

合計 100.0%

84.3%

0.0%

15.7%

ファンドの資産配分

SPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンド

スパークス・マネー・マザーファンド

現金等

基準日 2018年3月30日

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありま
せん。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご自
身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、投
資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品では
なく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払いの対
象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆するもので
はありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の
将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく訂正が行
われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交付目論見
書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

基準価額変動の要因分解 (月次ベース)

-755円

株式等 -612円

11円

-383円

229円

アジア太平洋地域

中東地域
内訳

基準価額変動金額

為替

その他

基準価額 27,803円

純資産総額 0.36億円

設定日

信託期間 2027年11月10日まで

決算日　 毎年11月10日

（休業日の場合は翌営業日）

2008年11月12日

【ご参考】

地域 国名 比率 比率
香港 30.5%

中国 13.4%

オーストラリア 13.1%

台湾 12.9%

その他 22.3%

UAE 1.7%

現金等 - 6.1% 6.1%

合計 100.0% 100.0%

中東

アジア
太平洋

92.2%

1.7%

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 -

09年11月 10年11月 11年11月 12年11月 13年11月 14年11月 15年11月 16年11月 17年11月 -

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 - 0円

分配金累計決算期

* 基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し、計算しています。
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組入上位銘柄

地域別組入上位銘柄の概要

販売用資料 マンスリーレポート

スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）/(資産成長型)

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

* 比率はSPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを
100％とした場合の構成比です。

* 配当利回りは12ヶ月配当利回り（税引前）です。
* 業種は世界産業分類基準(GICS)の分類に基づきます。

* 上記の銘柄の中には現株を含みます。
* 個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。
* 上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。

44組入銘柄数

ＮＯ 銘柄名 P n o te 国名 業種 組入比率 配当利回り
1 AIA GROUP LTD 香港 金融 7.2% 1.8%

2 TAIWAN SEMICONDUCTOR MANUFAC 台湾 情報技術 6.6% 3.3%
3 TENCENT HOLDINGS LTD 中国 情報技術 6.1% 0.3%
4 CHINA STATE CONSTRUCTION INT 香港 資本財 4.2% 4.1%
5 HAIER ELECTRONICS GROUP CO 香港 一般消費財 4.0% 1.5%
6 GUANGDONG INVESTMENT LTD 香港 公益事業 3.7% 4.5%
7 TRANSURBAN GROUP オーストラリア 資本財 3.7% 4.9%
8 MEDIATEK INC 台湾 情報技術 3.3% 3.1%
9 ZHEJIANG EXPRESSWAY CO-H 中国 資本財 3.3% 6.1%

10 HONG KONG EXCHANGES & CLEAR 香港 金融 3.1% 2.7%

基準日 2018年3月30日

アジア
太平洋

銘柄名 Pnote 国名

1 AIA GROUP LTD 香港

2 TAIWAN SEMICONDUCTOR
MANUFAC

台湾

3 TENCENT HOLDINGS LTD 中国

4 CHINA STATE CONSTRUCTION INT 香港

5 HAIER ELECTRONICS GROUP CO 香港

銘柄概要

騰訊［ﾃﾝｾﾝﾄ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ］（Tencent Holdings Limited）は投資持株会社。中国、米国、欧州などのユー
ザーにインターネットおよびモバイル付加価値サービス（VAS）、オンラ イン広告サービス、電子商取引サービ
スを提供する

中国建築国際集団［ﾁｬｲﾅ･ｽﾃｰﾄ･ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ］（China State Construction
International Holdings Limited）は建設会社。子会社を通じて、香港でビル建設や土木工事に従事する。

友邦保険控股［AIAｸﾞﾙｰﾌﾟ］（AIA Group Ltd.）は生命保険および金融サービス会社。個人・企業向け生命保
険、傷害疾病保険、年金プランならびに健康管理サービスを提供。

台湾積体電路製造 [TSMC/台湾ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ] (Taiwan Semiconductor Manufacturing Company Ltd.) は半
導体メーカー。ウエハー製造、プロービング、組み立て、テストのほか、マスクの製造、設計、関連サービスを
提供。同社の IC (集積回路) はコンピュータ､通信、消費者向け電子製品、自動車、産業機器などに使用され
る。

海爾電器集団［ﾊｲｱｰﾙ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ］（Haier Electronics Group Co., Ltd.）は電機メーカー。子会社とと
もに、中国で主に洗濯機や給湯器の研究、開発、製造、販売に従事する。冷蔵庫、テレビ、エアコンなどその
他の家電販売サービス網も展開。

中東 銘柄名 Pnote 国名

1 FIRST ABU DHABI BANK PJSC UAE

2 AIR ARABIA (UH)(DB) PNOTE
(2AUG2027)

* UAE
エア・アラビア（Air Arabia PJSC）は格安航空会社。中東地域内のほか、欧州、北米、南アジア路線サービス
を提供する。

銘柄概要

ファースト・アブダビ・バンク（First Abu Dhabi Bank PJSC）は銀行。預金、個人向けローン、e-バンキング、貿
易金融、外貨取引、その他の銀行サービスを手掛ける。世界各地で事業を展開。

* 上記はSPARX・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドの組入上位銘柄です。
* ADRとは主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。
* P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。
* 中東は全組入銘柄の概要です。

* 上記は個別銘柄の取引を推奨するものではありません。
* 上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。
* 出所：各社ホームページ

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありま
せん。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご
自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、
投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品で
はなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払い
の対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆する
ものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別
銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく
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■市場環境

《アジア株式》

当月、アジア株式市場は軟調に推移しました。

当月、FRB（米国連邦準備制度理事会）は、予想通り政策金利を0.25％引き上げましたが、市場の注目は米国の政策金利引き上げよ
り、米中間の貿易摩擦の行方に集まりました。貿易摩擦に関してポジティブ・ネガティブ両面のニュースが流れたことで、ボラティリ
ティが高まりました。

投資家は、アジア企業の中で業績が貿易動向に左右されやすい銘柄を避け、資金の逃避先として国内事業主体の「ディフェンシブ銘
柄」に注視しました。

韓国では、朝鮮半島の地政学的緊張がやや和いだことで消費者心理が好転し、中国人観光客がようやく戻ってくるという期待感から、
旅行関連銘柄の株価が上昇しました。香港では、テクノロジー関連銘柄と金融関連銘柄の多くが軟調に推移しましたが、公益事業セク
ターは堅調でした。ASEAN諸国とインドの株式市場では、米中間の貿易摩擦などによる先行き不透明感から、ボラティリティが高まり
ました。オーストラリアでは、コモディティ価格（商品市況）が下落したことや、オーストラリア・ナショナル・バンクの支店長らが、
個人向け融資における不正行為の疑いで王立委員会の調査を受けていることなどを背景に、株価が軟調に推移しました。

《中東株式》

当月、中東株式市場のパフォーマンスはまちまちでした。

原油価格は上昇しました。株価指数の開発・算出を手掛ける米MSCI社が、サウジアラビア株式の新興国株指数組み入れを検討してお

り、6月にその結論を発表すると明らかにしたことが、引き続き市場の下支え要因となっています。アラブ首長国連邦は、不動産市場
が引き続き供給過剰状態でしたが、景況感はやや上向きました。

《通貨》

当月、日本円は、多くのアジア通貨および中東通貨に対して上昇しました。

市場の先行き不透明感が高まったことから、日本円は投資資金の逃避先となり、フィリピンペソ、韓国ウォン、香港ドルなどが対日
本円で下落しました。

■運用状況

《アジア株式》

当月、当ファンドが保有するアジア株式のリターンは、マイナスでした。

国別では、台湾、韓国、タイなどがプラスに貢献し、中国、オーストラリア、香港などがマイナスに影響しました。

セクター別では、生活必需品セクター、公益事業セクターなどがプラスに貢献し、資本財セクター、金融セクターなどがマイナスに
影響しました。

個別銘柄では、MediaTek（台湾/情報技術）、LG Household & Health Care（韓国/生活必需品）、Samsung Electronics（韓国/情報
技術）などがプラスに貢献し、一方、Nexteer Automotive Group（香港/一般消費財）、China State Construction International
（香港/資本財）、Tencent（中国/情報技術）などがマイナスに影響しました。

MediaTek（台湾/情報技術）は、市場シェアの拡大期待と利益見通しの改善が追い風となり、当月はプラスに貢献しました。同社は
スマートフォン用チップの新製品で、中国のスマートフォンメーカーへの受注シェアを拡大できると、私どもは考えています。スマー
トフォン業界の成長は横ばい気味ですが、新規チップの発売により、利益率全般は改善する見込みです。同社はボイスアシスタント機
器やIoT（モノのインターネット）機器用のチップなど、スマートフォン以外の事業からも旺盛な需要を見込んでおり、全般的な粗利
益率は2017年の約36%から2018年には約40%に改善する可能性があると私どもは考えています。半導体セクターでM&Aが行われる可能性
があることも、投資家の期待が高まっている理由の一つです。

Nexteer Automotive Group（香港/一般消費財）は、主にステアリングとドライブラインシステムを手がける世界的な自動車部品
メーカーですが、当月は軟調に推移しました。同社は、売上高の低迷と中国企業からの利益の減少により、業績がアナリスト予想の平
均を下回ると発表しました。ただし、受注残高は高水準を保っており、新規顧客の獲得状況も世界的に順調でした。同社は長年にわ
たって研究開発（R&D）への投資を続け、先進運転支援システム（ADAS）でレベル4以上のステアリングシステムを提供するメーカーの
中でトップクラスです。同社はこの技術を利用して、次なる成長期に入ることができると私どもは考えています。現在のバリュエー
ションはPER（株価収益率）10倍前後と、買い増しを検討すべき割安な水準にあります。

（次ページへ）

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあり
ません。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、
ご自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものでは
なく、投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険
商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく
支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは
示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場
動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内
容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資
信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社まで。
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■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあり
ません。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、
ご自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものでは
なく、投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険
商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく
支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは
示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場
動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内
容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資
信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

基準日 2018年3月30日

（前ページより）

当ファンドは、引き続き既存の投資先を注視し、また今後の投資先候補の企業に関する調査も継続することで、優れたビジネスモデ
ル、良好なバランスシート、持続的な成長の見通しを備えた優良企業を選別していきます。

《中東株式》

当月、当ファンドが保有する中東株式のリターンはまちまちでした。

First Abu Dhabi Bank（アラブ首長国連邦/金融）がプラスに貢献し、Air Arabia（アラブ首長国連邦/資本財）がマイナスに影響し
ました。

《通貨》

当月、アジア地域および中東地域の通貨は、対日本円で概ね下落しました。

全体として、為替動向は、当月のファンドのリターンに対して、マイナスに影響しました。

■今後の見通し

《アジア株式》

短期的に見ると、世界の株式市場における 大のリスク要因は、米中間の貿易摩擦の激化にあります。貿易が減少し、コストが増加
すると、企業の利益は減少し、バリュエーションが切り下がるでしょう。とりわけ貿易量が多く、世界的なサプライチェーンを構築し
ている企業では、その傾向が強くなります。したがって、ボラティリティは短期的に高止まりする見通しです。しかし足元の貿易摩擦
がどんな結果に終わろうとも、アジアは成長力が世界のどこよりも高く、輸出と旺盛な国内需要のバランスが均衡している地域である
ことに変わりないと、私どもは考えます。消費者がより高価な商品を求め、インフラ支出が拡大する傾向は、テクノロジーの進化に
よってますます拡大します。長期的には、この傾向が企業の成長と利益拡大の主たる原動力となるでしょう。

当ファンドは、3月にインドネシアのジャカルタを訪問し、10数社を取材しました。取材した企業の経営陣によると、インドネシア
ではタックス・アムネスティ（租税特赦）制度や公共料金の補助削減などの影響で、消費者が支出を控える傾向が全体的に続いていま

す。コモディティ価格（商品市況）は、直近1年半は堅調に推移していますが、今のところその恩恵を受けているのは大手鉱山会社だ
けで、一般労働者はまだ恩恵に浴していません。

その一方で、インフラ支出は好調を維持しています。2019年にはジャカルタで都市高速鉄道が開通し、交通渋滞が緩和する見通しで
す。政府主導の公共交通指向型都市開発（TOD）計画では、同鉄道沿線の不動産開発を進め、建設プロジェクトの資金を捻出する予定
になっています。国有企業の協力会社や民間の不動産開発業者はTODプロジェクトへの参加に関心を示すでしょう。

当ファンドは、引き続きインドネシアの消費セクターと不動産セクターを有望視しており、銀行セクター、ヘルスケアセクターにつ

いても注視しています。

アジア地域には、人口構成の推移や消費行動の変化、インフラ投資、新たなセクターや市場の興隆といった構造的な下支えがあるこ
とから、投資家にとっては長期的な観点で投資を行って利益を得る機会が、豊富に存在すると考えられます。

当ファンドは、インフラや消費関連銘柄など長期的なテーマの恩恵を受ける優良銘柄を重視することで、短期的な取引の回避に努め
ています。アジア地域は、こうした長期的な構造の変化を捉えることができる、質の高い投資先候補銘柄が多く存在する地域であると
考えられます。

《中東株式》

原油市場の変動が激しく、中東諸国の間で外交問題が続いているため、当ファンドは中東の株式市場を慎重に見ています。当ファン
ドの保有銘柄は、同地域の大型株および優良株となっています。

《通貨》

長期的観点で見ると、アジア地域および中東地域の経済のファンダメンタルズに力強さが見られることから、両地域の通貨は対日本
円で上昇すると考えられます。

5



 

■当資
類では
詳細を
元本
む場合
く、預
支払い
証もし
点のも
もので
ること

各フ
に実
 

フ

１

２

３

フ

各フ

主に
資を

 

フ

スパ

資料は販売用
はありません。
をご確認いただ
が保証されてい
合もあります。

預金保険や保険
いの対象ではあ
しくは示唆する
ものであり、市
ではありません
とを禁じます。■

販

ファンドは、
実質的に投

ァンドの

１. アジア太
中長期的

 世界
ます

 アジ
つ地
の獲

 実質

２. 『隔月分

３. アジアの
ジア・キ

 アジ
行い

 香港

 

ァンドの

ファンドはフ

に投資信託
を行います

ァンドの

パークス

資料としてスパ
当ファンドの取

だき、ご自身でご
いるものではな
また、これらの

険契約者保護機
ありません。■
ものではありま

市場動向や個別
ん。また記載内容
■当ファンドに関

販売用資料 

主として投
投資し､投資

の特色 
太平洋諸国
的な成長を

界経済を牽引
す。 

ジア太平洋諸
地域特性を勘
獲得も目指し

質的な組入外

分配型』と『資

のオルタナテ
キャピタル・マ

ジア地域に特
います。 

港に拠点を構

の仕組み 
ファンド・オブ

託証券への投
。 

の目的 

・アジア中

パークス・アセッ
取得のお申込を
ご判断ください

なく、組入れた有
の運用による損
機構の保護の対

投資信託の設
ません。■当資

別銘柄の将来の
容は予告なく訂
関する投資信託

投資信託証券
信託財産の

国（除く日本
を図ることを

引しているア

諸国および中
勘案し、配当
します。 

外貨建資産に

資産成長型

ティブ運用に
マネジメント

特化したオル

構え､アジア中

ブ・ファンズ形

投資を通じ

 

中東株式

ット・マネジメント
を行う場合には

い。■当ファンド
有価証券の価格
益は全て受益者

対象ではありませ
設定・運用は、投
資料に含まれてい
の動きを保証す
訂正が行われる
託説明書（交付

券への投資
の中長期的

）と中東諸国
目的に運用

アジア太平洋

中東諸国の株
収益の確保

については、

型』の２つの種

において世
ト・リミテッドが

タナティブ運

中東諸国に根

形式で運用

じて、アジア太

 

式ファンド

ト株式会社（以下
は、投資信託説

は値動きのある
格が下落する場
者の皆様に帰
せん。また、証

投資信託委託会
いる過去の実績
るものではあり

ることがあります
目論見書）のご

6 

資を通じて､ア
な成長を図

国の株式を
用を行います

洋諸国と今後

株式への投資
保を目指します

原則として為

種類をご用

世界 大級の
が実質的に

運用で培った

根ざした投資

用を行います

太平洋諸国

ド（隔月分

下当社）が作成
明書（交付目論
る有価証券に投
場合や、基準価
属します。■投

証券会社で購入
会社が行います
績の数値および
りません。■当資
す。■当資料は
ご請求、お問合

アジア太平
図ることを目

を実質的な主
す。 

後急速な発展

資にあたって
す。また投資

為替ヘッジを

用意しました

のＳＰＡＲＸグ
に運用を行い

運用力を活

資活動を行い

す。 

国（除く日本

分配型）/

成したものであり
論見書）をお渡し
投資しますので

価額の下落によ
投資信託は預貯

した場合を除き
す。■当資料に記
び市場動向等に
資料の正確性

は目的によらず
せは販売会社

スパークス

洋諸国（除
的に運用を

主要投資対

展が期待され

ては、コーポレ
資機会を広げ

を行いません

。 

グループの
います。 

用し、徹底し

います。 

本）と中東諸

/（資産成

り、金融商品取
ししますので、

で、基準価額は
より、損失を被り
貯金・金融債ま
き、投資者保護
記載の内容は将
についてのコメ
や完全性につ
、当社の許可な

社まで。 

ス・アセット・マ

く日本）と中
を行います。

対象とし、投

れる中東諸国

レート・ガバナ
げることで、キ

ん。 

の一員である

した企業調査

国の株式等

成長型） 

取引法に基づく開
必ずお受け取
変動します。従

り、投資元本を
たは保険商品

護基金の規定に
将来の運用結果

メントは当資料作
いて当社が保証
なしに複製・複写

マンスリーレポ

マネジメント株式

中東諸国の株
。 

投資信託財

国の株式に注

ナンスに着目
キャピタル・ゲ

るスパークス

査に基づき投

等に実質的

開示書
りの上

従って、
割り込
ではな

に基づく
果を保
作成時
証する
写をす

ポート

式会社

株式

産の

注目し

目しつ
ゲイン

ス・ア

投資を

に投



 

■当資
類では
詳細を
元本
む場合
く、預
支払い
証もし
点のも
もので
ること

投

基準

各ファ
資対
動しま
資元
預貯

価格

各ファ
様々
り、こ

新興

各ファ
性、為
資判
り、か

為替

各ファ
為替
場合

※基
詳

 

 

その

●法
・ 

●購

・ 

・ 
・ 

●そ

・ 当

詳しく

 

スパ

資料は販売用
はありません。
をご確認いただ
が保証されてい
合もあります。

預金保険や保険
いの対象ではあ
しくは示唆する
ものであり、市
ではありません
とを禁じます。■

販

投資リスク

準価額の変

ァンドは、主に
対象としている

ます。従って
元金を割り込む
貯金と異なりま

格変動リスク 

ァンドは、実質
なリスクが伴

これらの価格変

興国市場への

ァンドは、実質
為替変動、政
断に際して正

かかる国への投

替変動リスク 

ァンドは原則と
相場の変動に
があります。 

基準価額の変
詳しくは、投資

の他の留意

法令・税制・会
各ファンドに適
は、金融市場
法令・制度・税
の固有の事情
能性がありま

購入・換金等に

委託会社は、
情があるとき
チングを含み

信託財産の資

信託期間中の
ケイマンの銀

の他の留意点

当ファンドのお

くは、投資信託

パークス

資料としてスパ
当ファンドの取

だき、ご自身でご
いるものではな
また、これらの

険契約者保護機
ありません。■
ものではありま

市場動向や個別
ん。また記載内容
■当ファンドに関

販売用資料 
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変動要因 

に投資信託証
るため、基準価
て、投資者の皆
むことがありま
ます。 

質的に外国株
伴うことになりま
変動または流

投資リスク 

質的に新興国
政治要因等のリ
正確な情報を十
投資はリスク

として為替ヘッ
により投資を行

動要因（投資
信託説明書

意点 

計方針などの
適用される法

場や証券市場
税制・決済ル
情から、投資行
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に関する留意

、金融商品取
きは、購入・換
みます。）の申

資金管理を円

の香港の金融
銀行休業日等
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お取引に関して

託説明書（交付

・アジア中

パークス・アセッ
取得のお申込を
ご判断ください

なく、組入れた有
の運用による損
機構の保護の対

投資信託の設
ません。■当資

別銘柄の将来の
容は予告なく訂
関する投資信託
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資リスク）は、上
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込受付を取り

円滑に行うため

融商品取引所
には、購入・換

ては、金融商

付目論見書）を
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ット・マネジメント
を行う場合には
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有価証券の価格
益は全て受益者

対象ではありませ
設定・運用は、投
資料に含まれてい
の動きを保証す
訂正が行われる
託説明書（交付

を行います。
します。また

資元金は保証
ドの運用によ

投資対象としま
ンドに組入れら
外の変動があ

資も行います
と考えられて

できない場合が
ることがあり、そ

せんので、投
象国の通貨建

上記に限定さ
見書）をご覧く

する事項 
計方針などは
令・制度などが
が加えられる可
せぬ制約を受

ける取引の停
ングを含みます
り消すことがで

め、大口の換金

所の休業日およ
換金（スイッチ

品取引法第3

をご覧ください

 

式ファンド

ト株式会社（以下
は、投資信託説

は値動きのある
格が下落する場
者の皆様に帰
せん。また、証

投資信託委託会
いる過去の実績
るものではあり

ることがあります
目論見書）のご
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投資対象とす
、外貨建資産

証されているも
よる損益はす

ますので、各
られる株式の

あった場合、重

す。新興国市場
います。また

があります。国
その結果、重大

投資対象国の通
建て資産の価格

されるもので
ださい。 
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が先進国と比
可能性が先進
けたり、様々な

停止、外国為替
す。）申込受付

できます。 

金申込には制

よび銀行休業
チングを含みま

37条の6の規定

い。 

ド（隔月分

下当社）が作成
明書（交付目論
る有価証券に投
場合や、基準価
属します。■投

証券会社で購入
会社が行います
績の数値および
りません。■当資
す。■当資料は
ご請求、お問合

する投資信託
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すべて投資者
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の価格は短期
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国有化、資産
大な損失が生
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格が変動し、こ

はありません

される場合が
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制限を設ける場

業日、英国の金
ます。）申込の

定（いわゆるク

分配型）/

成したものであり
論見書）をお渡し
投資しますので

価額の下落によ
投資信託は預貯

した場合を除き
す。■当資料に記
び市場動向等に
資料の正確性

は目的によらず
せは販売会社

スパークス

託証券は、値
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証する
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投資信託の設
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関する投資信託
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後の配当等収益
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下当社）が作成
明書（交付目論
る有価証券に投
場合や、基準価
属します。■投

証券会社で購入
会社が行います
績の数値および
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成したものであり
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価額の下落によ
投資信託は預貯

した場合を除き
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び市場動向等に
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は目的によらず
せは販売会社

スパークス
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することになりま

のではありませ

/（資産成

り、金融商品取
ししますので、

で、基準価額は
より、損失を被り
貯金・金融債ま
き、投資者保護
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についてのコメ
や完全性につ
、当社の許可な
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ス・アセット・マ
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買益）を超えて
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必ずお受け取
変動します。従

り、投資元本を
たは保険商品

護基金の規定に
将来の運用結果

メントは当資料作
いて当社が保証
なしに複製・複写
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マネジメント株式
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いの対象ではあ
しくは示唆する
ものであり、市
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とを禁じます。■

販
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投資者のファ
あります。ファ

（

パークス
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だき、ご自身でご
いるものではな
また、これらの

険契約者保護機
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に関する留意
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ァンド購入後の
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・アジア中

パークス・アセッ
取得のお申込を
ご判断ください

なく、組入れた有
の運用による損
機構の保護の対

投資信託の設
ません。■当資

別銘柄の将来の
容は予告なく訂
関する投資信託

意事項 

価額によっては
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配金に対する課

 

中東株式

ット・マネジメント
を行う場合には
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格が下落する場
者の皆様に帰
せん。また、証

投資信託委託会
いる過去の実績
るものではあり

ることがあります
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一部または全
額より基準価

は、投資信託

元本払戻金（特別
配金）は実質的に
本の払戻しとみ
れ、その金額だけ
別 元 本 が 減 少
す。また、元本払
金（特別分配金）部
は非課税扱いと
ます。 

ド（隔月分

下当社）が作成
明書（交付目論
る有価証券に投
場合や、基準価
属します。■投

証券会社で購入
会社が行います
績の数値および
りません。■当資
す。■当資料は
ご請求、お問合

全部が、実質的
価額の値上がり

託説明書（交付

別分
に元
なさ
け個
し ま
払戻
部分
なり

分配型）/

成したものであり
論見書）をお渡し
投資しますので

価額の下落によ
投資信託は預貯

した場合を除き
す。■当資料に記
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は目的によらず
せは販売会社

スパークス
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付目論見書）を

/（資産成

り、金融商品取
ししますので、

で、基準価額は
より、損失を被り
貯金・金融債ま
き、投資者保護
記載の内容は将
についてのコメ
や完全性につ
、当社の許可な

社まで。 

ス・アセット・マ

の一部払戻しに
た場合も同様

をご覧ください
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必ずお受け取
変動します。従

り、投資元本を
たは保険商品

護基金の規定に
将来の運用結果

メントは当資料作
いて当社が保証
なしに複製・複写

マンスリーレポ

マネジメント株式
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様です。 
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りの上
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はありません。
をご確認いただ
が保証されてい
合もあります。

預金保険や保険
いの対象ではあ
しくは示唆する
ものであり、市
ではありません
とを禁じます。■

販

込メモ（

お問い合わせ

ームページ 

ド名 

分類 

期間 
平成
平成

算日 
毎年

（休

分配 
原則
案し
等は

込単位 

込価額 
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可日 
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申込
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・英
・ケ

※詳

価額 
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可日 
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申込

・香
・英
・ケ

※詳

代金の 
渡日 

解約
いし

上の取扱い】 
の取扱いにつ

パークス

資料としてスパ
当ファンドの取

だき、ご自身でご
いるものではな
また、これらの

険契約者保護機
ありません。■
ものではありま

市場動向や個別
ん。また記載内容
■当ファンドに関

販売用資料 

お申込の

せ先〕 スパーク

http://www.s

ス

（隔月分配

成 19 年 11 月
成 39 年 11 月

年 1 月、3 月、
9 月、11 月

休日の場合は

則として毎決算
て分配金額を

は、分配を行わ

お申

売会社の営業
込の受付（スイ
香港の金融商
英国の金融商
ケイマンの銀

詳しくは販売会

解約

売会社の営業
込みの受付（ス
香港の金融商
英国の金融商
ケイマンの銀

詳しくは販売会

約請求受付日か
ます。 

ついては投資

・アジア中

パークス・アセッ
取得のお申込を
ご判断ください

なく、組入れた有
の運用による損
機構の保護の対

投資信託の設
ません。■当資

別銘柄の将来の
容は予告なく訂
関する投資信託

の際には

クス・アセット・

sparx.co.jp/ 電

パークス・アジ

配型） 

追加型投信

30 日から 
10 日 

5 月、7 月、 
の各月 10 日

は翌営業日） 

算時にファンド
を決定します。
わないこともあ
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申込受付日の
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商品取引所の
行休業日 

会社までお問い
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資信託説明書

中東株式

ット・マネジメント
を行う場合には

い。■当ファンド
有価証券の価格
益は全て受益者

対象ではありませ
設定・運用は、投
資料に含まれてい
の動きを保証す
訂正が行われる
託説明書（交付

は投資信託

・マネジメント株

電話番号：03-

ジア中東株式

（

信／海外／株

平成 20 年
平成 39 年

 
毎年 11 月
（休日の場

ドの基準価額水
。ただし、分配

あります。 

社が定める単位

翌営業日の基
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は値動きのある
格が下落する場
者の皆様に帰
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年 11 月 12 日
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る有価証券に投
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ィ・インカム
純資産総額
その他、受
費用がかか

■実質的な負
年率 1.9234

■その他の費
(1)監査報酬、

用報告書等
総額に対し上

(2)投資対象フ
に発生する売
管費用等を
投資対象ファ
社報酬、保管
す。これらの
ため、事前に
ません。 

/（資産成

り、金融商品取
ししますので、

で、基準価額は
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ルイースト・エ
における運用報

1%。 
保管会社報酬

明書（目論見書
などの諸費用（純
8%（税抜 0.10%）
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